
  

 

 

 受給できる事業主は、次の 及び に該当する事業主です。 

 積雪又は寒冷の度が特に高い地域として厚生労働大臣が指定する地域（北海道、青森県、秋田県等13道

県の全市町村又は一部市町村）に所在する事業所において、厚生労働大臣が指定する業種（林業、建設業、

水産食料品製造業等9業種）に属する事業を行う事業主であること。 

 次の季節労働者を対象期間（12月16日から翌年3月15日までの間）中継続して雇用（「支給対象事業所に

おいて業務に従事（以下「事業所内就業」といいます。）させること」、「当該事業主の他の事業所への配置

転換又は他の事業主の事業所へ労働者派遣若しくは在籍出向させ業務に従事（以下「事業所外就業」とい

います。）させること」若しくは「支給対象事業主の事業所における季節的業務以外の業務への転換させ、

業務に従事（以下「業務転換」といいます。）させること」をいいます。）し、かつ、それ以後において少

なくとも翌年度の12月15日まで継続して雇用することが見込まれること。ただし、当該年度の対象期間の

初日（12月16日。業務転換による場合は業務転換の開始日。）において65歳以上である者は除きます。 

 イ 第1回目の奨励金の申請の対象となる労働者 

   当該年度の9月16日以前から雇用されていて、当該年度の1月31日に雇用保険の特例一時金の受給資格

を得ると見込まれる者。ただし、部課長等の役付者又は現場以外の事務員等季節の影響を受けない者、

事業所内就業及び事業所外就業の場合は、既に同一支給対象事業主において業務転換の場合の助成の支

給対象労働者となっている者、また、業務転換については、新規継続労働者に該当しない者は対象とな

りません。 

 ロ 第2回目又は第3回目の奨励金の申請の対象となる労働者 

   前年度に申請の対象となった労働者で、前年度の3月16日以後も継続して雇用されている者。 

    

 

 受給できる額は、対象労働者の数（常用労働者数が基準数を下回る場合は、その下回る数を減じて得た数）

に応じて、事業所内就業及び事業所外就業の場合は、対象労働者1人当たり1対象期間について支払った賃金

季節労働者の雇用の安定を図った 

事業主の方への給付金 

 北海道、東北地方等気象条件の厳しい積雪寒冷地において、季節的業務に就く者の通年雇用化を

目的としています。 

 なお、通年雇用安定給付金は狭義の通年雇用奨励金のほか、冬期雇用安定奨励金及び冬期技能講

習助成給付金により構成されています。 

 １１ 通年雇用安定給付金

受給できる事業主 

受給できる額 

(1) 通年雇用奨励金 

 北海道、東北地方等気象条件の厳しい積雪寒冷地において、季節的業務に就く者を通年雇用した

事業主に対して助成するもので、季節的な失業の発生を防止するとともに、これらの者の常用雇用

化を促進することを目的としています。 



  

の1／2（初回2／3）の額、業務転換の場合は、対象労働者１人当たり転換を開始した日から６月の期間につ

いて支払った賃金の1／3です。ただし、対象労働者1人あたり54万円（初回又は業務転換の場合の助成につい

ては、71万円）を限度とします。 

 また、同一労働者についての受給回数は、継続3回（業務転換の場合は1回）までの支給を限度とします。 

 なお、平成19年3月15日までの間、冬期間に指定地域外に移動して請負による事業を行った場合、対象労働

者の移動に要した経費について助成金が支給されます。ただし、移動距離に応じた額とし、1人あたり15万円

を限度とします。 

 

 

 受給しようとする事業主は、12月16日から翌年1月31日までに通年雇用届等を公共職業安定所に提出して

ください。 

 次に、3月16日から5月31日までに賃金台帳等を添えて、通年雇用安定給付金（通年雇用奨励金）支給申

請書等を公共職業安定所に提出してください。 

 

 

 

 受給できる事業主は、次のいずれにも該当する事業主です。 

 積雪又は寒冷の度が著しく高い地域として厚生労働大臣が指定する地域（北海道、青森県、秋田県等13

道県の全市町村又は一部市町村）に所在する事業所において、厚生労働大臣が指定する業種（林業、建設

業等7業種）に属する事業を行う事業主であること。 

 季節労働者を離職させる際に翌春の雇用を予約し一定額以上の手当を支給するとともに、1月から3月の

間に季節労働者を35日以上就労させ、当該労働者を再雇用した事業主であること。 

  この場合の「季節労働者」とは、厚生労働大臣が指定する業種に属する事業において、季節的業務に従

事する者をいい、当該年度の11月1日以降離職した者であって、当該年度の1月31日において雇用保険の特

例一時金の受給資格を有する者（当該受給資格に基づき特例一時金を受給した者を含む。）又は1月1日前か

ら引き続き雇用され、当該年度の1月31日において雇用保険の短期雇用特例被保険者として雇用された期間

が6か月以上ある者であること。ただし、離職した日において65歳以上である者は除きます。 

 

 

 受給できる額は、1月から3月の間に対象労働者を就労させた日数（1人あたり60日分を限度）に応じて次に

よる額（ただし、前年度の設定された通年雇用目標数に満たなかった場合には、式により算出した人数分に

ついては6分の1の額です。） 

 60日以上 冬期支払賃金の2／3を助成（支給限度額47万円） 

 50～59日 冬期支払賃金の1／2を助成（支給限度額33万円） 

 35～49日 冬期支払賃金の1／3を助成（支給限度額33万円） 

受給のための手続 

(2) 冬期雇用安定奨励金（平成19年5月31日までの暫定措置） 

 北海道、東北地方等気象条件の特に厳しい積雪寒冷地において、建設業等を行う事業主が、季節

労働者を離職させる際に翌春の雇用を予約し、一定額以上の手当を支給するとともに、冬期間に当

該労働者を一定日数以上就労させることを奨励することにより、季節労働者の通年雇用化の基盤を

整備することを目的としています。 

受給できる事業主 

受給できる額 



  

（式）6分の1助成の人数＝支給対象労働者数×（通年雇用目標数－通年雇用達成数）／通年雇用目標数 

（注）通年雇用目標数 

  支給実績に応じて、翌年度に季節労働者を通年雇用化するための目標数（次の ～ の合計数になりま

す。なお、合計数が１に満たない場合の目標数は１になります。） 

   60日以上就労した場合は、当該年度支給対象者数に1／2を乗じて得た数 

   50日以上59日以下就労した場合は、当該年度支給対象者数に1／3を乗じて得た数 

   35日以上49日以下就労した場合は、当該年度支給対象者数に1／6を乗じて得た数 

   当該年度に係る通年雇用目標数の未達成数 

 

 

 受給しようとする事業主は、資格喪失届を提出する際に、約定書等を添えて再雇用予定者名簿を公共職

業安定所に提出してください。 

 次に、4月1日から6月10日までに冬期雇用安定奨励金支給申請内訳書等を添えて冬期雇用安定奨励金支給

申請書を公共職業安定所に提出してください。 

 

《冬期技能講習助成金》 

 

 

 積雪又は寒冷の度が著しく高い地域として厚生労働大臣が指定する地域に所在する事業所において厚生労

働大臣が指定する業種に属する事業を行う事業主（11(2)冬期雇用安定奨励金の の事業主に同じ。）に雇用

されていた労働者であって、当該事業所において季節的業務に従事し、10月1日以後に離職した者（離職した

日において65歳以上である者及び通年雇用奨励金又は冬期雇用安定奨励金の支給に係る対象者であったもの

を除く。）のうち、当該年度の1月31日において雇用保険の特例一時金の受給資格を有する者（当該受給資格

に基づき特例一時金を受給した者を含む。）に対し、通年雇用を促進するために必要な知識及び技能を習得さ

せるため、1月から3月の間に12日以上の技能講習（冬期技能講習及び委託講習）を実施する事業主又は事業

主の団体であること。 

 

 

 受給できる額は、冬期技能講習については、対象労働者1人につき9,975円（個別事業主を除き委託講習を

伴わない場合は7,980円）を限度とする実費相当額（教材費は除きます。）。委託講習については、委託に要す

る受講料実費相当額。 

《冬期技能講習受講給付金》 

 

 

上記の講習を受けた対象労働者であって、講習を受けた日数が12日以上である者。 

 

受給のための手続 

(3) 冬期技能講習助成給付金（平成19年3月31日までの暫定措置） 

 北海道、東北地方等気象条件の特に厳しい積雪寒冷地において、建設業等を行う事業所を離職し

た季節労働者に対し、冬期間に通年雇用されるに必要な知識及び技能を習得させることを目的とし

ており、冬期技能講習助成金と冬期技能講習受講給付金の2種類があります。 

受給できる事業主 

受給できる額 

受給できる季節労働者 



  

 

 

委託講習受講者であって当該受講科目の修了試験に合格した者については1人あたり88,000円とし、それ以

外の者については1人あたり70,000円となります。 

 

 

 受給しようとする事業主又は事業主の団体は、講習開始予定日の7日前までに冬期技能講習受講予定者名

簿、冬期技能講習実施承認申請書及び冬期技能講習実施計画書を公共職業安定所に提出してください。 

 次に、2月1日から4月15日までに冬期技能講習内訳書、冬期技能講習受講簿等を添えて冬期技能講習助成

金支給申請書、冬期技能講習受講給付金支給申請書・払渡希望金融機関指定届及び委託講習実施事業主に

あっては、所定の申請書等を公共職業安定所に提出してください。 

受給できる額 

受給のための手続 


